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○大田市市長、副市長及び教育長の給与に関する条例 

平成１７年１０月１日 
条例第４５号 

改正 平成１７年１１月３０日条例第２３０号 
平成１７年１２月２２日条例第２３７号  

平成１８年３月２３日条例第２１号  
平成１９年３月２７日条例第４号 

平成１９年１１月３０日条例第３３号  
平成２１年９月３０日条例第２７号  

平成２１年１１月３０日条例第３４号  
平成２２年１１月３０日条例第２８号  
平成２７年３月２３日条例第１８号  
平成２８年３月２２日条例第６号  

平成２８年１２月２２日条例第２９号  
平成２９年１２月２０日条例第２２号  
平成３０年１２月２０日条例第３３号  
令和２年１１月３０日条例第３４号  
令和３年１１月２６日条例第３２号  

（趣旨） 

第１条 市長、副市長及び教育長の給料その他の給与については、別に定めるものを除く

ほか、この条例の定めるところによる。 

（市長、副市長及び教育長の給料）  

第２条 市長、副市長及び教育長の給料月額は別表第１による。  

（手当） 

第３条 市長、副市長及び教育長に対しては、給料のほかに通勤手当及び期末手当を支給

する。 

２ 期末手当の額は、給料月額及びその給料月額に１００分の４０を乗じて得た額の合計

額に、６月に支給する場合においては１００分の１５５、１２月に支給する場合におい

ては１００分の１５５を乗じて得た額に、大田市職員の給与に関する条例（平成１７年

大田市条例第４８号）第１９条第２項各号に定める在職期間に応じた割合を乗じて得た

額とする。 

（支給方法） 

第４条 前２条に掲げる給与の支給については、一般職の職員の例による。  

（旅費） 

第５条 市長、副市長及び教育長が公務により旅行するときは、旅費を支給する。  

２ 旅費の支給については、一般職の職員に対する旅費支給の例による。  

３ 前項の場合において、鉄道賃及び船賃並びに日当及び宿泊料は、別表第２の額による。  

４ 外国旅行の旅費については、大田市職員の旅費に関する条例（平成１７年大田市条例

第４９号）に定めるところによる。  

（市内旅費） 

資料№3 



2 
 

第６条 市内において旅行した場合には、旅費を支給しない。ただし、鉄道賃、船賃又は

車賃を要した場合には、その実費を支給し、公務又は天災その他やむを得ない事情によ

り宿泊した場合には、県内宿泊料を支給する。 

附 則 

この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。  

附 則（平成１７年条例第２３０号）  

この条例は、平成１７年１２月１日から施行する。  

附 則（平成１７年条例第２３７号）抄  

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年１月１日から施行する。  

附 則（平成１８年条例第２１号） 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。  

附 則（平成１９年条例第４号） 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。  

附 則（平成１９年条例第３３号）抄  

（施行期日） 

１ この条例は、平成１９年１２月１日から施行する。  

（平成１９年１２月に支給する期末手当に関する経過措置）  

３ 平成１９年１２月に支給する期末手当に関する第２条の規定による改正後の大田市市

長及び副市長の給与に関する条例第３条第２項の規定の適用については、同項中「１０

０分の１６５」とあるのは「１００分の１５５」と読み替えるものとする。  

附 則（平成２１年条例第２７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年１０月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大田市職員の旅費に関する条例、大田市市長及び副市長の給

与に関する条例、大田市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例、大田

市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償支給条例及び大田市議会議員の議員

報酬及び費用弁償支給条例の規定は、この条例の施行の日以後に出発する旅行について

適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。  

附 則（平成２１年条例第３４号） 

この条例は、平成２１年１２月１日から施行する。ただし、第２条及び第４条の規定は、
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平成２２年４月１日から施行する。  

附 則（平成２２年条例第２８号） 

この条例は、平成２２年１２月１日から施行する。  

附 則（平成２７年条例第１８号）抄  

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第

７６号）附則第２条第１項の場合においては、次の表の左欄に掲げる規定は適用せず、

同表の左欄に掲げる規定による改正前の同表の右欄に掲げる規定は、なおその効力を有

する。 

第１条 大田市職員定数条例第１条 

第２条 大田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償支給条例別

表第１ 

第３条 大田市市長及び副市長の給与に関する条例第１条、第２条、第３条、

第５条及び別表第１ 

附 則（平成２８年条例第６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。  

（給与の内払） 

２ この条例による改正前の大田市市長、副市長及び教育長の給与に関する条例の規定に

基づいて支給された給与は、この条例による改正後の大田市市長、副市長及び教育長の

給与に関する条例の規定による給与の内払とみなす。 

附 則（平成２８年条例第２９号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。  

（給与の内払） 

２ この条例による改正前の大田市市長、副市長及び教育長の給与に関する条例の規定に

基づいて支給された給与は、この条例による改正後の大田市市長、副市長及び教育長の

給与に関する条例の規定による給与の内払とみなす。  

附 則（平成２９年条例第２２号） 

（施行期日等） 
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１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の大田市市長、副市長及び教育長の給与に

関する条例（以下「給与条例」という。）の規定は、平成２９年４月１日から適用する。  

（給与の内払） 

２ この条例による改正前の給与条例の規定に基づいて支給された給与は、この条例によ

る改正後の給与条例の規定による給与の内払とみなす。  

附 則（平成３０年条例第３３号） 

（施行期日等） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３１年４月

１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の大田市市長、副市長及び教育長の給与に関する条例（以

下「給与条例」という。）の規定は、平成３０年１２月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

第２条 この条例による改正前の給与条例の規定に基づいて支給された期末手当は、この

条例による改正後の給与条例の規定による期末手当の内払とみなす。  

附 則（令和２年条例第３４号） 

この条例は、令和２年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４

月１日から施行する。 

附 則（令和３年条例第３２号） 

この条例は、令和３年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和４年４

月１日から施行する。 

別表第１（第２条関係） 

職名 給料月額 

市長 ７８万円 

副市長 ６６万円 

教育長 ５５万円 

別表第２（第５条関係） 

区分 鉄道賃 船賃 日当 

（１日につき） 

宿泊料 

（１夜につき） 

県外 一般職の職員の例

による鉄道賃（た

だし、片道１００

キロメートル以上

一般職の職員の例

による船賃（ただ

し、運賃の等級を

３階級に区分する

２，６００円 

（ただし、特別

区又は地方自治

法（昭和２２年

１４，８００円 
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の場合は、一般職

の職員の例による

鉄道賃のほか特別

車両料金） 

場合は、上級運賃。

同一階級の運賃を

さらに２以上に区

分する場合は、同

一階級内の最上級

の運賃） 

法律第６７号）

第２５２条の１

９第１項の指定

都市のうち大田

市職員の旅費に

関する条例施行

規則（平成１７

年大田市規則第

４３号）別表第

２に定める都市

に旅行する場合

は、上記金額に

１０割相当額を

加算した額） 

県内 同上 同上 １，３００円 １３，３００円 

 


